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令和２年度 第７回 国立大学法人北海道大学経営協議会議事要旨 

日 時 令和３年３月１１日（木）１３：１５～１５：２５ 

場 所 WEB会議 

出席者 ２５名 

（学外） 浅香、石山、河合、杉江、長澤、樋口、町田、松沢、松谷、真弓、三

浦、横山 各委員 

（学内） 寳金、山口、横田、吉見、増田、山本、菅原、村田、梅原、小名木、

瀬戸口、秋田、中垣 各委員 

欠席者  ３名 

（学外） 安藤、五十嵐、土屋 各委員 

（オブザーバー） 

𢎭𢎭副学長、石森副学長、長谷山副学長、髙橋監事、石川監事 

議 事 

議事に先立ち、東日本大震災から十周年に弔意を表明する黙祷が行われた。 

次いで、令和２年度第６回経営協議会の議事要旨について確認があった。 

【 議 題 】 

１ 経営協議会の組織の見直しについて 

総長から、資料１に基づき、経営協議会の組織の見直しについて、本会議を

より機動的な会議とすることを目的として学内委員の構成及び委員の再任回数

の変更を行うことの説明があり、審議した結果了承された。 

併せて、総長から、本件に関する経営協議会規程の改正について説明があり、

審議した結果了承された。 

なお、総長から、委員交代の際には経営協議会の活動状況等も踏まえた選出

を行いたい旨の発言があった。 

（主な意見） 

・実効性があり、質が保証された経営協議会となることが大切で、場合によっ

ては再任回数の制限をしないことも考えてはどうか。

・新たな委員が入り顔ぶれも変わることで機動的な動きが期待できる。

・人数が多すぎると発言の機会が少なくなるので、議論を活性化するためにサ

イズダウンすることは賛成である。
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 ・任期は短く、様々な委員に広く参加してもらう形が良く、大学として長期的

に意見をいただきたい方には、経営協議会という枠組みではなく、アドバイ

ザリーボード等の制度を導入する方法もある。 

 ・大学の方向性を理解し委員としての役割を果たすのに最低２年は必要である

一方で、スピード感も求められるため最長２回の再任という規定は合理性が

ある。 

 ・本学のステークホルダーには多様な人材がいるため、任期に関する例外規定

は不要と考える。 

 ・総長の考えで、縛られることなくフレキシブルに決めることが良い。 

 ・委員の選任にあたっては、多様な視点から意見を取り入れられような選出が

必要である。 

 ・現任委員のうち既に２回以上再任している委員は、規定の主旨に鑑みた選任

を行うと良い。 

 

２ 経営協議会規程の改正について 

議題１と併せて審議、了承済み。 

 

３ 令和３年度年度計画について 

総長から、資料２及び資料３に基づき、令和３年度の年度計画（案）及び主

な年度計画について説明があり、審議した結果了承された。 

引き続き総長から、文部科学省へ提出するまでの間に字句等の修正が必要に

なった場合は、総長に一任いただきたい旨発言があり、了承された。 

なお、総長から、女性教員数の増加に課題があり、この点についての対応を

含めた、総合的な人事計画案を作成している最中である旨の発言があった。 

 

（主な意見） 

・新体制の改革の意図が伝わる内容で評価できる。 

・新渡戸カレッジのリーダーシップ育成は世界に誇れるプログラムであるか

ら、学位記等にプログラムを修了した旨を付記する等、社会に認知される

取組を検討願いたい。 

・校友会と大学は異なる組織ではあるが、学生を支援するという点について

一体となり運営できる仕組みを共に検討していただきたい。 

・大学間連携については管理運営面の合理化だけでなく、教育研究といった

大学の価値を高めるための連携を検討いただきたい。 

 

４ 令和３年度年度予算について 

総長から、資料４に基づき、令和３年度運営費交付金予定額について報告す

るとともに、予定額を踏まえた令和３年度予算（案）について説明があり、審

議した結果了承された。 
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引き続き総長から、文部科学省との調整等により修正を行う場合は総長に一

任いただきたい旨発言があり、了承された。 

 

【報告事項】 

１ 令和２年度運営費交付金の追加配分について 

総長から、資料５に基づき、令和２年度運営費交付金の追加配分等について

報告があった。 

 

２ 北海道大学におけるＣＯＶＩＤ―１９研究等の動向について 

総長から、資料６に基づき、本学におけるＣＯＶＩＤ―１９研究等にかかる

状況について報告があった。 

 

（主な意見） 

 ・ブランド戦略とも関連するが、良い研究開発については全国紙に掲載される

ような情報発信を行っていただきたい。 

  

【その他】 

１ 北海道大学 Ｂｕｓｉｎｅｓｓ Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｃｅ（北大ＢＩ）を用

いた大学の研究力分析について 

長谷山副学長から、北大ＢＩのデモンストレーションによる説明があった。 

 

（主な意見） 

 ・データでエビデンスをはっきりと戦略に活かせるため、法人評価や認証評価

に対する省力化にもつながる可能性がある。 

・重要な部署であるため、大学にはスタッフの量と質を含めた人的支援の強化

を検討いただきたい。 

 ・指定国立大学法人を目指すにあたり北大ＢＩを用いた目標設定を行う場合に

は、全学の関係者がその目標に向かって努力できるように設定すると良い。 

 

【意見交換】 

１ ブランディング力を活かした広報戦略等について 

  「ブランディング力を活かした広報戦略等について」をテーマに、吉見理事

から資料８に基づき説明があった後、種々意見交換が行われた。 

 

（主な意見） 

 ・ブランドというのは社会に対する存在意義や評価である。それは北大の教育

研究において何なのかを整理する必要がある。 

 ・誰に向けて広報するのか。世界の優秀な学生や研究者を呼び込みたいのか、

実を伴わなければブランドになっていかない。広報の仕方も誰に向けたもの
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なのかによってやることは変わっていく。 

・北大の特異的なところを社会にアピールするということが大切なことであり、

卒業証書に新渡戸カレッジのリーダーシップを修了した旨を付記することも

その意味を持つ。 

・ＩＴ分野や北大の強みの研究分野による産業の誘致も含め、札幌のまちづく

りという点でも札幌市は北大と広報戦略を共有し、世界に発信していきたい。 

・北大は地理的ハンディキャップがあるため、東京オフィスの体制強化により、

東京や大阪といった日本の中心から正確な広報をしていただきたい。今の体

制では弱い。かつての札幌農学校が創設期に全国から素晴らしい人材を集め

たようなことが今改めて重要であると考える。 

・メディアの立場で東京から見ていると、北大はブランド力は高い。欠けてい

るのは人である。北大出身のこの人が活躍しているというイメージがない。

ＩＣＵでは活躍している卒業生を毎年表彰し、広報に活用するなど巧みに戦

略を立てている。具体的にこの人が北大出身だという人物を認知してもらう

ことが必要である。 

・冬の札幌をアピールすることで短期の留学生獲得につながると考える。 

・スタイルの違いはあるが、関西では近畿大学が広報戦略で長けている。 

・京大の前総長はパーソナリティ自体が京大のブランドとなっていたため、ト

ップの発信は重要である。 

・学生の力を借りてＳＮＳを利用するとローコストで発信することができる。

研究内容を世間に発信する際には、中学生にも分かる内容にかみ砕くことが

重要である。 

・ブランド力を貶めるリスクについても考えることが重要である。 

・札幌はＳＤＧｓの未来都市としても指定されているので、広報の観点の一つ

となるだろう。 

 

（ 以 上 ） 


